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1 . はじめに 

本稿では日本企業における R&D 活動の国 

際 化について取り 上げる。 日本企業による 

R&n 活動の国際化は 1980 年代後期から 

1990 年代にかけて 大きく進展した。 

この時期に、 海外研究所を 設置する企業が 

相次ぎ、 本格的な国際的 R&D 活動が行われ 

るようになった。 本稿では、 日本企業による 

海外 R&D 活動について 各種統計データから 

実態把握を試みた 結果と、 海外 R&D 拠点設 

置状況について 調査した結果、 さらに海外 

R&D 拠点撤退の動向、 これまでの研究成果を 

踏まえ、 今後取り組むべき 課題の提示を 試み 

たい。 

2. R&D 活動の国際化～量的進展 

日本企業による 海外 R&D 活動の実態を 包 

括 的に把握できるデータは 限られている。 も 

つ とも大規模かつ 継続的なデータとしては、 

経済産業省の 実施する「海覚事業活動基本 ( 動 

向 ) 調査」，が上げられる。 また、 東洋経済新 

報 社から毎年出版される「海覚企業活動総覧」 

も現地法人を 中心とした海外 R&D 拠点の把 

握には有効なデータソースとなり ぅる 。 これ 

らのデータを 中心に、 以下において 日本企業 

による海外 R&D 活動の量的拡大に 焦点を当 

チ ⅠⅠ．、 """ その変化を振り 返ってみたい。 

l 以前は動向調査と 基本調査に分けられていた ズリ ;   

現在は基本調査に 統一されている。 本稿では旧来 
の分類に従っている。 

( 江戸川大社会学 ) 

3. 経済産業省による 調査～海外事業活動 基 

本 ( 動向 ) 調査 

経済産業省では 1970 年度より日本企業の 

海外事業活動の 実態把握を目的とした 調査を 

行っており、 集計結果を公表してきている。 

1981 年度調査では 従来の調査項目・ 対象を拡 

大した基本調査を 初めて実施し、 1983 年度の 

第 2 回基本調査より、 海外における 研究開発 

費は ついて調査結果を 公表している。 また、 

1986 年度の第 3 回基本調査からは 研究所数 や 

研究員数の調査も 行われ、 これ以降 3 年毎の 

基本調査では 研究開発費、 研究所数、 研究員 

数の調査が実施されている。 表 1 はこれらの 

調査結果を抜粋したものであ る。 

表 1 海外事業活動基本 ( 動向 ) 調査結果 
l983  年度 l986  年度 l999  年度 200@  年度 

第 2 回 基 第 3 回 基 第 7 回 基 第 3l 回勅 
本調査 本調査 本調査 同調査 

総研 

額蕎 @6  億 96  586 億 43  3,l64 億 54  4.076 億 4l 
発 費 百万円 百万円 百万円 百万円 

戴笑 報告無し Ⅱ 9 カ所 5S7 カ所 報告無し 

員研 
数究 報告無し 3.l53 人 l3.507 人 報告無し 

調査年度に関係なく、 海外 R&D 費の多い 

業種は、 電気機械産業、 化学産業、 輸送機械 

産業などであ り、 研究所数、 研究員数も同様 

な 傾向を見て取れる 2 。 

また、 初めて海外 R&D 費の調査が行われ 

，業種は現地法人べース。 
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た 1983 年度調査と 2001 年度調査の結果を 比 

較してみると、 実質的に 24 倍程度の規模にな 

おいて日本企業・ 各社によって 保有されている 

海外 R&D 拠   占の総数は、 1,030 カ所に増加し 

っている。 同様に研究所、 研究員の数につ 、 ・、 ていることが 明らかとなった 4 。 

ても、 最も古い 1986 年度調査と入手可能な 過去の調査と 比較してみると、 地域別には 

最も新しい 1999 年度調査を比較してみると、 中国への進出が 特に増加しており、 米国と中 

それぞれ約 5 倍、 約 4 倍の規模になっている。 国への進出状況を 比較してみると 表 2 のよ う 

経済産業省の 継続的な調査の 結果は、 日本企 な形になる。 

業 による海外 R&D 活動が 1990 年代を通じて、 

量的に大きく 進展したことを 示していると 言 表 2  米国と中国への R&D 拠点設置状況 

える。 
アメリカ 中国 

4. 日本企業による 海外 R&D 拠点の展開 1970  年代以前 21 ィ牛 37 牛 

日本企業によって 設置された R&D 拠点は 1980 年代 767 牛 227 牛 

1991  年 3  月末の段階で 231  社 474  拠点とい 1990  年代 143 イ牛 1077 牛 

ぅ 結果であ った 3 。 北米に設置された 拠点が最 2000 年代 71 ィ牛 8] ィ牛 

も 多く 282 カ所、 欧州が 129 カ所、 アジア 地 不明 Ⅱ ィ牛 37 牛 

域が 83 カ所という形になっていた。 電気機械 総数 322  7 年 2124 牛 

産業に属する 企業によって 設立された拠点が 

最も多く 119 カ所、 次、 ・ 、 で 化学産業に属する 総数ではアメリカが 中国を上回っている。 

企業による設立脚   右 が 93 カ所、 サービス産業 しかし、 2000 年代に入ってからの 拠占 設置 先 

( ソフトウェアなども 含む ) による設置が 73  を見ると、 アメリカよりも 中国への設置が 多 

力所 、 輸送機械産業系企業による 設置が 57 い 。 これは、 アメリカへの R 技 D 拠   占の展開 

力 所であ った。 が 一段落し、 日本企業の次なる 海外 R&D 活 

これらの拠点を 設置する要因は、 地域 毎   動 の 足 掛かりが中国へと 移ってきていること 

業種 毎 、 企業毎に異なっている。 欧米地域へ を意味していると 考えられる。 

の 設置要因は現地技術資源へのアクセス、 市 その一方で、 アメリカと中国への R&D 拠 

場への接近という 要因が強く、 アジア地域へ 点の設置理由、 あ るいは R&D 活動の目的に 

の 設置要因は、 現地生産活動を 初めとする現 は相違があ ることは容易に 想像がっく。 表 3 

地 活動 サ ボート要因が 強く影響している。 は アメリカと中国に 設置された R 枝 D 拠点を 

、 海外に R 拉 D 拠点を設置する 企業の大半は、 活動目的で分類した 表であ る。 

大企業に分類される 規模であ り、 R8m 活動力 

散 化に伴 う コストを負担できる 体力を持って 

いろ。 なおかっ 、 R&D 志向や海覚市場志向の 

強い企業であ ると言える。 

この 1991 午に行った調査結果と 10 年を経 

過した現状を 比較するために、 2003 年 8 月に 

おける日本企業各社の 海外 R&D 拠点設置 状 4 海外 R&n 拠点の定義は、 幅広い概念で 捉えてい 

況を改めて調査した。 この結果、 調査時古に る 。 R&D 活動それ自体を 行っている拠点から、 設 

計 、 テクニカルセンター ( 技術支援・技術指導   

技術サボート L 、 技術調査、 ほか ( 知的所有権 管理   

3@ Odagiri@and@Yasud8   l996) ， (1997) 技術統轄 ) 拠占 まで含めてカウントしている。 
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表 3  アメリカと中国の 拠点活動目的 5 現地生産支援や 技術移転、 設計機能といった   

現地企業活動サポート 的な役割が重要になっ 

ていることを 示している。 

5. 国際的 R&D 活動の停滞 

他方、 これまでに設置された 海外 R&D 拠 

  占 めいく っ かについては、 既にその役割を 終 

え 、 閉鎖あ るいは統廃合、 機能停止されて ぃ 

る 拠点も少なくはない。 

2003 年 8 月時点で判明した 海外 R&D 拠点、 

不明 Ⅱ 件 2.7%0  ] 件 0 ・ 4%  数は先述の通り 1,030  カ所であ る。 一方。 1991 

年 3 月末時点で活動が 確認、 された拠点数は 

表 3 の結果はアメリカと 中国の R&D 拠点、 474 カ所であ り、 556 カ所の拠点がこの 約 10 

の 相違を明確に 示している。 アメリカ・中国 年間の間に設置されたことになる。 しかし、 

の 拠点とも活動目的で 最も多いのは、 「開発」 今回調査によってリストアップされた 1,030 

目的であ る。 これは製品開発・ 技術開発を目 拠点のうち、 設置時期が判明している 1,007 

的としている 拠点であ り、 両国の拠点ともほ 拠点について 1991 年 3 月以前に設置された 

ぽ 半数の拠点が 該当する形となる。 一方、 「 研 拠点をカウントした 場合、 322 拠点が該当す 

究 」目的の拠点についてみた 場合、 中国にあ るに過ぎない。 

る 「研究」拠点は、 アメリカにあ る「研究」 従って、 1991 年 3 月末時点で活動が 確認で 

拠点比率の半分程度にしか 過ぎない。 また、 きた 474 拠点のうち、 現在も活動を 行ってい 

アメリカには 設置されている「技術情報収集」 るのは約 68% の拠点であ ることになる。 1991 

目的拠点が中国には 無く、 「設計」目的、 「テ 年 3 月末時点から 現在まで、 所在地や名称、 

クニカルセンター」拠点はアメリカよりも 中 研究内容がほぼ 変化せずに活動を 続けている 

国 での比率が高いという 形になっている。 拠点の数は lmll 拠点に過ぎない。 残りの拠点 

これらのことは、 日本とアメリカの 技術水 は活動内容の 変更、 統廃合などが 行われなが 

準 較差、 日本と中国の 技術水準較差、 さらに ら存在しているものと 考えられる。 

は アメリカと中国の 技術水準較差を 如実に表 前回行った調査では 1987 年に 60 拠点、 、 

している。 アメリカに R&D 拠点を設置する 1988 年に 84 拠点、 1989 午に 70 拠点、 、 1990 

目的は、 現地 ( あ るいは他地域 ) 市場向け製 年に 72 拠点が設置されていたが、 今回調査で 

品。 開発・改良が 主要な目的であ ると同時に 、 は 1987 年設置拠点が 24 拠点、 以下順 は 36 

アメリカの技術資源を 活用した研究活動が タ 拠点、 43 拠点、 52 拠点という結果であ った。 

一 ゲットになっている。 技術情報拠点がアメ 従って、 この 1987 年から 1990 年の間に設置 

    力 に設置されているにもかかわらず、 中国 された拠点の 残存率はそれぞれ、 40% 、 43% 、 

に 無いことも一つの 裏 付けと言える。 一方、 61% 、 72% となる。 

中国に R&D 拠点を設ける 理由として、 製品 もちろん閉鎖 ( 統合 ) された研究拠点の 中 

開発や改良が 最も重要な目的ではあ るものの、 には、 特定活動目的で 設置され、 その役目を 

終えて撤退・ 閉鎖された拠点も 含まれるが、 

期待された成果が 思 うよう にあ がらず撤退す 
。 複数の活動目的を 有する拠点があ るため、 表 2 
の 総数とば一致しない。 る ケース や 親企業であ る日本企業の 業績不振、 
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戦略の転換などで 撤退・閉鎖された 拠点も存 長 があ る よう に思われる 6 。 

在していることは 十分予想される。 多国籍企業における R&D 活動国際化に 関 

する研究は、 統計データを 利用した大規模サ 

6. おわりに ンプル分析・ 少数ケーススタディーを 利用し 

以上、 経済産業省の 調査データと 独自に 牧 ながら、 企業別、 産業別、 地域・国別、 グロ 

集 した海外 R&n 拠   占 め データに基づいて、 一 バルな ネ、 ッ トワーク化の 特徴などを明らか 

過去 10 年間ほどの日本企業による 海外 R&D  にしてきた。 従来考えられていた 以上に 、 早 

活動の変化を 観察してみた。 日本企業による 期の段階から R&D 活動の国際化が 進んでい 

海外 R&n 活動を中心とした R&D 活動の国際 る事も明らかになってきている ，。 

化は、 この 10 年間で金額的、 地理的、 規模的 今後は、 日本企業を始めとする 多国籍企業 

いずれの側面においても 拡大していると 言 う における海外 R&D 活動の撤退・ 縮小に関す 

ことができよう。 る 詳細な分析と 企業戦略上における 海外 

特に、 地理的な面での 変化は大きい。 進出 R&D 活動の位置づけ、 つまり、 グローバル な 

矢 目下見た場合は、 アメリカから 中国への シ 企業活動の中で 海外 R&D 活動の成果を 企業 

フト が続いている。 もちろん、 研究目的の拠 競争力に如何に 結びつけるのか、 という点を 

点よりも、 開発・サポート 的な拠点が多く 存 明らかにしていく 必 、 要があ るだろう。 

在しているが、 日本企業による 中国への生産 

拠点シフト・ 市場開拓は 、 R&D 機能の設置を 本稿は文部科学 省 科学研究費補助金若手研究 (B) 
「日本企業における 研究開発のグローバル 化」 ( 平 

後押しする要因であ ると言える。 成 15 ～ 16 年度 ) の研究成果を 一部利用している。 

上記のような 量的拡大だけでなく、 質的な また、 本稿で利用したデータの 人力，整理につい 

面 での進展もあ る。 林 (2001) に ょ れば、 日本 ては江戸川大学学生の 飯島晶子さんの 助力を得た。 丸山純平君、 感謝したい。 瀬 能 淳也 芳   

企業の海外 R&D 活動は、 製品開発面よりも 

むしろ基礎研究面で、 欧米企業にも 劣らない 参考文献 

成果を産み出してきている。 杯偵吏 (2001), 「多国籍企業の 研究開発のグローバ   

率が 、 ほぼ半分でしかないという 事実にも 注 戦略」組織科学， 35 巻 3 号， 4,14   

目する 必 、 要があ ると思われる。 
Niosi,  J.  (1999),  ,The  Internationalization  of 
Industrial@ R&D@ From@ technology@ transfer@ to 

海外 R&D  拠点が撤退・ 閉鎖される理由と the  learning  organization,, Resea ぶ n@ch Po0 Ⅰ icy  28, 

して、 費用対効果 ( 成果 ) あ るいは人材確保 107-117. Odagiri ， H ， and〆asuda ， H ， (1996) ， The 
の 困難性といった 撤退要因を想像することは Dete,minants  of  OVerseas  R&D  by  Japanese 

Firms:@An@Empirical@Study@at@the@Industry@and 
容易であ る。 Company  Levels.,  EeseB 托 力 円 ひ五 ㍗ 25,   

国際経営戦略上で 海外 R&D  活動をどのよ う and  OxfordUniversityPress,204-228. Odagiri,  H.[eds.],  よ月 no 四ヵ   on  Ⅰれよ ゑク 日月， 
に位置づけていくのか、 また R&D 戦略の中 

で 海外 R&D 活動の位置づけをどのように 考 

えるかといった 問題があ る。 、 海外 R&D 成果 6 杯 (2002) では TRM が海外 R&D 活動と米国内 

を 競争優位の源泉にしていくという 点におい R 技 D 活動を有機的に 結合している 事が示されて 

ては、 日本企業よりも 欧米企業の方が 一日の     ，   Mosi(1999) 
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